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対策事例調査報告 

2019 年３月 22日 

中央復建コンサルタンツ株式会社 

 

１．削減対策事例の作成 

これまでに整理したＰＭ2.5、光化学オキシダントの前駆物質削減対策（以下、「対策」という。）の費用

と効果をもとに、対策を組み合わせた場合の事例（以下、「削減対策事例」という。）を作成し、総合的

な費用や効果について考察を試みた。 

なお、本調査における対策とは、その導入による直接的な削減効果が明確で、費用とともに定量的な

算出が可能な技術を指し、物流の変化や交通流改善といったソフト面での対策については対象外とした。 

対策範囲については、東京都内だけでなく、関東域へ普及させた場合についても検討を行った。 

関東域への普及における対策効果や対策費用の算出に当たっては、都内排出量や本調査で収集できう

る範囲での統計情報を基に算出したものであることに留意する必要がある。 

 

1.1 削減対策事例の考え方 

今後、普及する可能性のある対策を組み合わせた削減対策事例を３事例作成した。作成に当たって、

本検討における考え方を以下のとおり整理した。 

(1) 一般的な考え方 

削減対策事例作成の検討に当たって、一般的な対策シナリオ（ＢＡＣＴ、ＲＡＣＴ等）等の考え方を

表 1.1.1 に示す。 

表 1.1.1 一般的な対策シナリオ等の考え方 

■ＢaＵ(Business as usual)：既定施策の継続 

自動車のＰＰ新長期規制、船舶の 2020 年低硫黄燃料油規制など、既定の対策を継続した場合 

■ＢＡＣＴ(Best Available Control Technology)：利用可能な最善の排出抑制技術 

対策の費用に関係なく、ＰＭ2.5、光化学オキシダント前駆物質の排出削減効果が最も大きい技術（各

発生源において最大限の削減量を見込める技術） 

■ＲＡＣＴ(Reasonably Available Control Technologies)：合理的で利用可能な排出抑制技術 

ＰＭ2.5、光化学オキシダント前駆物質の排出削減効果に関係なく、各発生源において費用対効果が良

い技術 

＜参考文献＞ 

１． 「Technology Transfer Network  Clean Air Technology Center - RACT/BACT/LAER   

Clearinghouse」（USEPA：https://www3.epa.gov/ttncatc1/rblc/htm/rbxplain_eg.html） 

２． 「平成 10年度 実行可能なより良い技術の検討による評価手法検討調査報告書」 

（平成 11年 3月、環境省） 
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(2) 本調査での対策事例の考え方 

一般的な対策シナリオ等の考え方を踏まえて、本調査における削減対策事例の考え方を表 1.1.2 に示

す。 

表 1.1.2 本検討における削減対策事例の考え方 

削減対策事例 対策選定 

① 
ＢＡＣＴ      

（削減量優先） 

★削減量を優先し利用可能な対策を実行するシナリオ 

・ 各発生源・分類において、前駆物質の削減効果（2030 年度まで

の累積対策削減量）が最大となるような対策の組合せ 

・ ただし、同じ分類の中で各対策の対策実行範囲が重複しないよ

う留意（対策転換率を考慮）。 

・ 最大限の削減効果を見込むため、転換範囲を関東域とした。 

② 

ＲＡＣＴ 

（費用対効果優先） 

【最小範囲】 

★全対策の中から費用対効果の良い対策を選定 

・ 発生源別、前駆物質別に、対策効果 1）と対策費用 2）を積み上げ

た累積曲線（以下、「累積費用対効果曲線」という。）を整理

する。 

1）対策効果＝2030 年度までの累積対策削減量（ｔ） 

2）対策費用＝2030 年度までの累積対策費用（円） 

・ 対策費用が極端に上昇するポイントを費用対効果の閾値とし、

閾値未満の全ての対策を、費用対効果の高い対策の組合せとし

て選定した。 

・ 対策効果と対策費用の積算順は、排出１単位削減費用の低い（費

用対効果が良い）ものの順とした。 

・ なお、排出１単位削減費用は、次式により算出 

「2030 年度までの累積対策費用（円）」／「2030 年度までの累

積対策削減量（ｔ）」 

・ 対策範囲を東京都とした。 

③ 

ＲＡＣＴ 

（費用対効果優先） 

【最大範囲】 

★全対策の中から費用対効果の良い対策を選定 

・ 上記、「ＲＡＣＴ（費用対効果優先）【最小範囲】」と同じ対

策の組合せ 

・ 対策範囲を関東域とした。 

 

※電化による発電負荷量増加に伴う影響について 

大規模固定煙源や民生における電化や自動車における ZEV の普及に伴い、電力使用量が増加し、発電

所の稼働に伴う NOx や PM、CO2の排出量増加が見込まれることから、各対策における削減量と発電に伴い

増加する排出量の差を比較した。比較の結果、いずれの対策においても各対策の削減量が発電に伴う排

出量を上回ることを確認した（「３電化による発電負荷量を考慮した削減対策事例の確認」参照）。 

このことから、以降の検討においては、発電所の稼働に伴う NOx や PM、CO2の排出量増加を考慮せず、

各対策の費用と効果を分析していることに留意する必要がある。 
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1.2 削減対策事例の整理結果 

削減対策事例を表 1.2.1 に示す。 

表 1.2.1 削減対策事例（３事例） 

 
（注）１．「〇」は削減対策事例として選定したことを示す。 

   ２．各対策で設定した 2030 年度設定転換率は、対策対象に対する転換率であり、「1)電化（液体燃料）」であれば、    

液体燃料の設備のうち 50%を電化へ転換することを示す。 

３．自動車については、乗用車、貨物車、バスを対象に、前駆物質の削減効果が高いＺＥＶ（Zero Emission Vehicles） 

の導入を対策とし、費用試算上の車種をＥＶとした。ＺＥＶ（乗用車）については、以下の理由からＥＶと仮定

して、費用と効果を試算した。 

・2030 年度における ＺＥＶ（東京都ではＥＶ、ＰＨＶ、ＦＣＶを指す）の普及見込みについて、東京都と他県で

は施策の実施状況が異なり関東全域での普及予想は困難。 

・都内とＰＨＶの走行条件が異なる他県おいては、ＨＶ走行に切り替わることが想定され、効果の算出が困難。 

選定有無 普及範囲 選定有無 普及範囲 選定有無 普及範囲

1）電化 （←液体燃料） 50 ○ 関東 ○ 東京都 ○ 関東

2）電化 （←気体燃料） 50 ○ 関東

3）電化 （←固体燃料） 50 ○ 関東 ○ 東京都 ○ 関東

1）ガス化（←液体燃料） 50 ○ 関東 ○ 東京都 ○ 関東

2）ガス化（←固体燃料） 50 ○ 関東 ○ 東京都 ○ 関東

3 排煙脱硫装置、排煙脱硝装置、電気集塵機 50 ○ 関東 ○ 東京都 ○ 関東

4 バグフィルターの設置 50

1）電化（←液体燃料） 50 ○ 関東 ○ 東京都 ○ 関東

2）電化（←気体燃料） 50 ○ 関東 ○ 東京都 ○ 関東

6 ガス化（←液体燃料） 50 ○ 関東 ○ 東京都 ○ 関東

業務・家庭 7 低NOx・CO2小規模燃焼機器 100 ○ 東京都 ○ 関東

家　庭 8 電化（←気体燃料） 50 ○ 関東

全　般 9 低VOC製品 100 ○ 関東 ○ 東京都 ○ 関東

給　油 10 StageⅡ 100 ○ 関東 ○ 東京都 ○ 関東

11 低VOC塗料への転換（工場外） 100 ○ 関東 ○ 東京都 ○ 関東

12 低VOC塗料への転換（工場内） 100 ○ 関東 ○ 東京都 ○ 関東

13 排ガス処理装置（工場内） 100 ○ 関東 ○ 東京都 ○ 関東

14 低VOCインキへの転換 100 ○ 関東

15 排ガス処理装置 100 ○ 関東

16 溶剤回収機能付き乾燥機の導入 100 ○ 関東 ○ 東京都 ○ 関東

17 溶剤回収機能付きハンガー乾燥機の導入 100 ○ 関東 ○ 東京都 ○ 関東

18 洗浄剤（水系等） 100 ○ 関東

19 排ガス処理装置 100 ○ 関東

1）ZEV（EV）〔乗用車〕 25 ○ 関東 ○ 東京都 ○ 関東

2）ZEV（EV）〔貨物車〕 1 ○ 関東 ○ 東京都 ○ 関東

2）ZEV（EV）〔バス〕 1 ○ 関東 ○ 東京都 ○ 関東

21 ガソリンHV〔乗用車〕 55

1）ディーゼルHV〔貨物車〕 10

2）ディーゼルHV〔バス〕 10

23 0.5%低硫黄燃料油 100 ○ 関東 ○ 関東 ○ 関東

24 A重油 100

25 LNG船 100

26 陸電（ショア・パワー） 100

排出抑制 27 スクラバー 100

自動車 次世代自動車

20

22

船　舶
燃料転換

削減対策事例

民　生

業　務
5

蒸発系固

定発生源

塗　装

印　刷

クリーニング

金属表面処理

発生源 分　類 No 対策名

2030年度

想定転換率

（％）

大規模

燃料転換

1

2

吸着・集塵

ＢＡＣＴ
ＲＡＣＴ

① ② ③

（最大範囲）

ＲＡＣＴ

費用対効果優先 費用対効果優先

削減量優先 （最小範囲）
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２．削減対策事例における対策の選定根拠 

2.1 ＢＡＣＴ（削減量優先）の選定根拠 

(1) 大規模固定煙源 

大規模固定煙源における削減対策のＢＡＣＴ評価を表 2.2.1 に示し、各前駆物質の削減量を図 2.2.1

に示す。 

大規模固定煙源（燃料転換）については、液体燃料の電化（№1-1）、固体燃料の電化（№1-3）とガ

ス化（№2-1、2-2）の転換率がそれぞれ 50％のため、両者合わせて転換率 100％とした同時実行を想定

する。気体燃料の電化（№1-2）については単独で 50％の転換とする。 

吸着・集塵については、上記の燃料転換に関係なく実行できる。そのため、排煙脱硫装置、脱硝装置、

電気集塵機（№３）とバグフィルター（№４）を同時に実行するものと想定した。 

 

表 2.2.1 大規模固定煙源における対策のＢＡＣＴ評価 

発生源 分類 № 対策名 対策対象 
都内設定
転換率 

前駆物質削減量の評価 

NOX PM SOX VOC 総合 

大規模 

固定煙
源 

燃料 

転換 

1 

1）電化（←液体燃料） 液体燃料ボイラ 50％ 〇 〇 〇 ― ◎ 

2）電化（←気体燃料） 気体燃料ボイラ 50％ 〇 〇 △ ― ◎ 

3）電化（←固体燃料） 固体燃料ボイラ 50％ △ △ 〇 ― ◎ 

2 

1） ガス化 
（←液体燃料） 

液体燃料ボイラ 50％ 〇 〇 〇 ― ◎ 

2） ガス化 
（←固体燃料） 

固体燃料ボイラ 50％ △ △ △ ― ◎ 

吸着・ 

集塵 

3 
排煙脱硫装置、排煙脱
硝装置、電気集塵機 

廃棄物処理施（5
万 N㎥/h 以上） 

50％ 〇 〇 △ ― ◎ 

4 
バグフィルターの設
置 

サイクロン型集
塵機稼働施設 

50％  〇  ― ◎ 

（注）評価指標：「〇」効果は大きい、「△」効果はある、「－」効果がほとんどない、「◎」対策に選定 

 

＜ＮＯｘ＋ＰＭ＞ 

 
（注）１．削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値としてエラ

ーバーで表記している。 

２．ＮＯＸとＰＭは、各対策で概ね同時に削減できることから「ＮＯＸ＋ＰＭ」として表記している。 

ＮＯＸとＰＭそれぞれの対策効果の比較は、以下（次頁）に示すとおりである。 

図 2.2.1(1) 大規模固定煙源における対策効果の比較 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000

電化（液体燃料）

電化（気体燃料）

電化（固体燃料）

ガス化（液体燃料）

ガス化（固体燃料）

排煙脱硫装置、排煙脱硝装置、電気集塵機

バグフィルターの設置

燃
料

転
換

吸
着 ・

集
塵

【ＮＯｘ＋ＰＭ】2030年度までの累積対策削減量■対策効果（大規模固定煙源）

小 大

最
小
値
→

平
均
値
→

最
大
値
→
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＜ＮＯｘ＞ 

 
＜ＰＭ＞ 

 
＜ＳＯｘ＞ 

 

＜ＣＯ２＞ 

 

（注）１．削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値としてエラ
ーバーで表記している。 

図 2.2.1(2) 大規模固定煙源における対策効果の比較 
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【ＮＯｘ】2030年度までの累積対策削減量■対策効果（大規模固定煙源）
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【ＰＭ】2030年度までの累積対策削減量■対策効果（大規模固定煙源）
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【ＳＯｘ】2030年度までの累積対策削減量■対策効果（大規模固定煙源）
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(2) 民 生 

民生における削減対策のＢＡＣＴ評価を表 2.2.2 に示し、各前駆物質の削減量を図 2.2.2 に示す。 

業務の液体燃料については、電化（№5-1）とガス化（№6）を同時に実行できる（それぞれ転換率

50％で合計 100％）。その理由として、この場合のＮＯＸ・ＰＭ削減量は、低ＮＯＸ・ＣＯ２小規模燃焼

機器（№７）を 100％転換させた場合より多いことが挙げられる。 

業務の気体燃料についても、電化（№5-2）の 50%転換の場合が低ＮＯＸ・ＣＯ２小規模燃焼機器（№

７）を 100％転換させた場合よりＮＯＸ・ＰＭ削減量は多いため、電化（№5-2）を選定する。 

家庭については、単独での転換 50％として、気体燃料の電化（№８）の実行を想定する。 

表 2.2.2 民生における対策のＢＡＣＴ評価 

発生源 分 類 № 対策名 
対策対象 都内設定

転換率 
前駆物質削減量の評価 

NOX PM SOX VOC 総合 

民 生 

業 務 

5 

1）電化（←液体燃料） 
工場・事業所
の液体燃料
設備 

50％ △ 〇 － － ◎ 

2）電化（←気体燃料） 
工場・事業所
の気体燃料
設備 

50％ 〇 〇 － － ◎ 

6 ガス化（←液体燃料） 
工場・事業所
の液体燃料
設備 

50％ △ △ － － ◎ 

業務・ 

家庭 
7 

低ＮＯＸ・低ＣＯ２小
規模燃焼機器 

工場・事業所
の液体、気体
燃料設備 

100％ 〇 〇 － －  

家 庭 8 電化（←気体燃料） 
気体燃料設
備 

50％ 〇 △ － － ◎ 

（注）評価指標：「〇」効果は大きい、「△」効果はある、「－」効果がほとんどない、「◎」対策に選定 

 

＜ＮＯｘ＋ＰＭ＞ 

 
（注）１．削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値としてエラ

ーバーで表記している。 
２．ＮＯＸとＰＭは、各対策で概ね同時に削減できることから「ＮＯＸ＋ＰＭ」として表記している。 

ＮＯＸとＰＭそれぞれの対策効果の比較は、以下（次頁）に示すとおりである。 

図 2.2.2(1) 民生における対策効果の比較 
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小 大

最
小
値
→

平
均
値
→

最
大
値
→

液体燃料 気体燃料



 

 7 

＜ＮＯｘ＞ 

 
＜ＰＭ＞ 

 
＜ＣＯ２＞ 

 

（注）１．削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値としてエラ
ーバーで表記している。 

図 2.2.2(2) 民生における対策効果の比較 
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(3) 蒸発系固定発生源（ＶＯＣ） 

蒸発系固定発生源（ＶＯＣ）における削減対策のＢＡＣＴ評価を表 2.2.3 に示し、前駆物質の削減量

を図 2.2.3 に示す。 

蒸発系固定発生源の各分類において、対策範囲が重複しないものは全て実行できる。一方、排ガス処

理装置（№13、№15、№19）は、同じ分類にある低ＶＯＣ塗料（№12）、低ＶＯＣインキ（№14）、洗

浄剤〔水系等〕（№18）とそれぞれ対策範囲が重複し、これらの転換が 100％の場合、ほとんどＶＯＣの

大気放出がなくなり、追加対策の必要性がほとんどなくなることから、ＢＡＣＴとして選定しないこと

とした。 

表 2.2.3 ＶＯＣ削減対策のＢＡＣＴ評価 

発生源 分 類 № 対策名 対策対象 
都内設定
転換率 

前駆物質削減量の評価 

NOX PM SOX VOC 総合 

民 生 全 般 9 低ＶＯＣ製品 
エアゾール

製品 
100％ ― ― ― 〇 ◎ 

蒸発系
固定発
生源 

給 油 10 ＳｔａｇｅⅡ 
給油所の 
給油機 

100％ ― ― ― 〇 ◎ 

塗 装 

11 
低ＶＯＣ塗料への転
換（工場外） 

溶剤系塗装 

100％ ― ― ― 〇 ◎ 

12 
低ＶＯＣ塗料への転
換（工場内） 

100％ ― ― ― 〇 ◎ 

13 
排ガス処理装置（工
場内） 

100％ ― ― ― △  

印 刷 
14 

低ＶＯＣインキへの
転換 

溶剤系オフ
セット印刷
工場 

100％ ― ― ― 〇 ◎ 

15 排ガス処理装置  100％ ― ― ― 〇  

クリーニ
ング 

16 
溶剤回収機能付き乾
燥機の導入 

ドライクリ
ーニング乾
燥機 

100％ ― ― ― 〇 ◎ 

17 
溶剤回収機能付きハ
ンガー乾燥機の導入 

100％ ― ― ― △ ◎ 

金属表面
処理 

18 洗浄剤〔水系等〕 溶剤系洗浄
剤・洗浄設
備 

100％ ― ― ― △ ◎ 

19 排ガス処理装置 100％ ― ― ― △  

（注）評価指標：「〇」効果は大きい、「△」効果はある、「－」効果がほとんどない、「◎」対策に選定 

 
（注）１．削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値としてエラ

ーバーで表記している。 

図 2.2.3 ＶＯＣ対策効果の比較 
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【ＶＯＣ】2030年度までの累積対策削減量■対策効果
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最
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(4) 自動車 

自動車における削減対策のＢＡＣＴ評価を表 2.2.4 に示し、各前駆物質の削減量を図 2.2.4 に示す。 

自動車については、ＺＥＶ〔乗用車〕、ＺＥＶ〔貨物車〕、ＺＥＶ〔バス〕で、それぞれの対策が重複する

ことはないので、これらは同時に実行できると考えられる。 

なお、ガソリンＨＶ、ディーゼルＨＶについては、ＰＭ2.5、光化学オキシダントの前駆物質の削減効果

がほとんどないと考えられるので、ここでは除外することとした。 

表 2.2.4 自動車における対策のＢＡＣＴ評価 

発生源 分 類 № 対策名 対策対象 
都内設定
転換率 

前駆物質削減量の評価 

NOX PM SOX VOC 総合 

自動車 
次世代
自動車 

20 

1）ＺＥＶ〔乗用車〕 
ガソリン乗
用車 

25％ 〇 〇 - - ◎ 

2）ＺＥＶ〔貨物車〕 
ディーゼル
貨物車 

1％ 〇 〇 - - ◎ 

3）ＺＥＶ〔バス〕 
ディーゼル
乗合車 

1％ △ △ - - ◎ 

21 
ガソリンＨＶ〔乗用
車〕 

ガソリン乗
用車 

38.5％ - - - -  

22 

1）ディーゼルＨＶ 
（貨物車） 

ディーゼル
貨物車 

8.7％ - - - -  

2）ディーゼルＨＶ 
（バス） 

ディーゼル
乗合車 

10％ - - - -  

（注）１．評価指標：「〇」効果は大きい、「△」効果はある、「－」効果がほとんどない、「◎」対策に選定 

２．各対策で設定した 2030 年度設定転換率は、対策対象に対する転換率であり、「1)ZEV（乗用車）」であれば、

乗用車のうち 25%を ZEV へ転換することを示す。 

＜ＮＯｘ＋ＰＭ＞ 

 
（注）１．削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値としてエラ

ーバーで表記している。 

２．ＮＯＸとＰＭは、各対策で概ね同時に削減できることから「ＮＯＸ＋ＰＭ」として表記している。 

ＮＯＸとＰＭそれぞれの対策効果の比較は、以下（次頁）に示すとおりである。 

３．累積対策削減量は、自動車排ガスの削減による効果を示し、タイヤやブレーキ粉塵の削減量は加味していない。 

図 2.2.4(1) 自動車における対策効果の比較 
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＜ＮＯｘ＞ 

 
＜ＰＭ＞ 

 
＜ＣＯ２＞ 

 
（注）１．削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値としてエラ

ーバーで表記している。 
２．累積対策削減量は、自動車排ガスの削減による効果を示し、タイヤやブレーキ粉塵の削減量は加味していない。 

図 2.2.4(2) 自動車における対策効果の比較 
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(5) 船 舶 

船舶の削減対策のＢＡＣＴ評価を表 2.2.5 に示し、各前駆物質の削減量を図 2.2.5 に示す。 

船舶については、2020 年の燃料油規制により、0.5％低硫黄燃料油への 100％転換が最も実現性及び効

果が高いと考えられるので、0.5％低硫黄燃料油への転換のみを想定する。 

 

表 2.2.5 船舶における対策のＢＡＣＴ評価 

発生源 分 類 № 対策名 
対策 
対象 

都内設定
転換率 

前駆物質削減量の評価 

NOX PM SOX VOC 総合 

船 舶 
燃料転換 

23 
0.5％低硫黄燃
料油 

内航船 100％ 〇 ― 〇 ― ◎ 

24 Ａ重油 内航船 100％ △ ― 〇 ―  

25 ＬＮＧ船 内航船 100％ △ ― △ ―  

26 
陸電（ショア・
パワー） 

内航船 100％ △ ― △ ―  

排出抑制 27 スクラバー 内航船 100％ ― ― △ ―  

（注）評価指標：「〇」効果は大きい、「△」効果はある、「－」効果がほとんどない、「◎」対策に選定 

 

＜ＮＯｘ＞ 

 
＜ＳＯｘ＞ 

 
（注）１．削減率に幅がある対策については、その実数に基づいて削減量を算出し、最小値、平均値、最大値としてエラ

ーバーで表記している。 
 

図 2.2.5(1) 船舶における対策効果の比較 
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＜ＣＯ２＞ 

 

図 2.2.5(2) 船舶における対策効果の比較 
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2.2 ＲＡＣＴの選定根拠 

発生源別、物質別に対策の費用と効果を累積費用対効果曲線等で確認し、費用対効果の高い対策を選

定した。具体には以下のとおりである。 

(1) 大規模固定煙源 

大規模固定煙源の累積費用対効果曲線を図 2.2.6 に示す。 

大規模固定煙源の累積費用対効果曲線をみると、どの物質においても「気体燃料の電化（№1-2）」を

加えると、対策費用の合計が大幅に増加する結果となった。「気体燃料の電化（№1-2）」によりＮＯＸ

＋ＰＭ、ＣＯ２は削減効果が増加するものの、費用対効果を優先するＲＡＣＴ対策としては、「気体燃料

の電化（№1-2）」は妥当でなく、ＲＡＣＴ対策として採用しないこととした。 

また、ＮＯＸ＋ＰＭにおいて、バグフィルター（№４）は費用対効果（排出１単位削減費用）が悪いこ

とからＲＡＣＴ対策としては採用しないこととした。 

 

ＮＯＸ＋ＰＭ 

 

（注）１．累積費用対効果曲線：削減対象となる物質ごとに、各対策の削減量と費用を積み上げた曲線。対策の積み上げ

順は、費用対効果のよい対策（排出１単位削減費用の低い対策）の順とした。そのため、費用が極端に上昇す

るポイントがＲＡＣＴの閾値とした。 

   ２．「対策費用」＝2030 年度までの累積対策費用、「対策効果」＝2030 年度までの累積対策削減量 

３．ＮＯＸとＰＭは、各対策で概ね同時に削減できることから「ＮＯＸ＋ＰＭ」として表記している。 

なお、ＮＯＸ、ＰＭそれぞれの累積費用対効果曲線をみても、ＲＡＣＴとして選定される対策は変わらない。 

図 2.2.6(1) 大規模固定煙源における累積費用対効果曲線 
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ＳＯＸ 

 

ＣＯ２ 

 
（注）１．累積費用対効果曲線：削減対象となる物質ごとに、各対策の削減量と費用を積み上げた曲線。対策の積み上げ

順は、費用対効果のよい対策（排出１単位削減費用の低い対策）の順とした。そのため、費用が極端に上昇す

るポイントがＲＡＣＴの閾値とした。 

   ２．「対策費用」＝2030 年度までの累積対策費用、「対策効果」＝2030 年度までの累積対策削減量 

図 2.2.6(2) 大規模固定煙源における累積費用対効果曲線  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 4,500

対
策
費
用
（
億
円
）

対策効果（t）

＋№1-2.電化

（気体燃料）

【燃料転換】

№1-1.電化

（固体燃料）

【燃料転換】

＋№3.

排煙脱硫装置、

排煙脱硝装置、

電気集塵機

【吸着・集塵】

＋№1-3.電化

（液体燃料）

【燃料転換】 ＋№2-1.ガス化

（液体燃料）【燃料転換】

＋№2-2.ガス化

（固体燃料）

【燃料転換】

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

対
策
費
用
（
億
円
）

対策効果（千t）

＋№1-2.電化

（気体燃料）

【燃料転換】

№1-1.電化

（液体燃料）

【燃料転換】

＋№1-3.電化（固体燃料）【燃料転換】

＋№2-1ガス化（液体燃料）【燃料転換】

＋№2-2.ガス化（固体燃料）【燃料転換】

ＲＡＣＴ閾値 

ＲＡＣＴ閾値 



 

 15 

ＮＯＸ 

 

ＰＭ 

 

（注）１．累積費用対効果曲線：削減対象となる物質ごとに、各対策の削減量と費用を積み上げた曲線。対策の積み上げ

順は、費用対効果のよい対策（排出１単位削減費用の低い対策）の順とした。そのため、費用が極端に上昇す

るポイントがＲＡＣＴの閾値とした。 

   ２．「対策費用」＝2030 年度までの累積対策費用、「対策効果」＝2030 年度までの累積対策削減量 

図 2.2.6(3) 大規模固定煙源における累積費用対効果曲線  
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(2) 民 生 

民生の累積費用対効果曲線を図 2.2.7 に示す。 

民生の累積費用対効果曲線をみると、ＮＯＸ＋ＰＭ、ＶＯＣ、ＣＯ２については、家庭における「気体

燃料の電化（№８）」を加えると、対策費用の合計が大幅に増加する結果となった。 

家庭における「気体燃料の電化（№８）」によりＮＯＸ＋ＰＭ、ＣＯ２の削減効果は増加するものの、

費用が大幅に増加することから、費用対効果を優先するＲＡＣＴ対策としては選定しないこととした。 

 

ＮＯＸ＋ＰＭ 

 

（注）１．累積費用対効果曲線：削減対象となる物質ごとに、各対策の削減量と費用を積み上げた曲線。対策の積み上げ

順は、費用対効果のよい対策（排出１単位削減費用の低い対策）の順とした。そのため、費用が極端に上昇す

るポイントがＲＡＣＴの閾値とした。 

   ２．「対策費用」＝2030 年度までの累積対策費用、「対策効果」＝2030 年度までの累積対策削減量 

３．ＮＯＸとＰＭは、各対策で概ね同時に削減できることから「ＮＯＸ＋ＰＭ」として表記している。 

なお、ＮＯＸ、ＰＭそれぞれの累積費用対効果曲線をみても、ＲＡＣＴとして選定される対策は変わらない。 

   ４．対策の中には対策費用が負のものもあるので、それらが複数ある場合は、負の方向に積み上がる曲線となる。 

図 2.2.7(1) 民生における累積費用対効果曲線  
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ＳＯＸ 

 

ＶＯＣ 

 
（注）１．累積費用対効果曲線：削減対象となる物質ごとに、各対策の削減量と費用を積み上げた曲線。対策の積み上げ

順は、費用対効果のよい対策（排出１単位削減費用の低い対策）の順とした。そのため、費用が極端に上昇す

るポイントがＲＡＣＴの閾値とした。 

   ２．「対策費用」＝2030 年度までの累積対策費用、「対策効果」＝2030 年度までの累積対策削減量 

   ３．対策の中には対策費用が負のものもあるので、それらが複数ある場合は、負の方向に積み上がる曲線となる。 

図 2.2.7(2) 民生における累積費用対効果曲線  
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ＣＯ２ 

 

ＮＯＸ 

 
（注）１．累積費用対効果曲線：削減対象となる物質ごとに、各対策の削減量と費用を積み上げた曲線。対策の積み上げ

順は、費用対効果のよい対策（排出１単位削減費用の低い対策）の順とした。そのため、費用が極端に上昇す

るポイントがＲＡＣＴの閾値とした。 

   ２．「対策費用」＝2030 年度までの累積対策費用、「対策効果」＝2030 年度までの累積対策削減量 

   ３．対策の中には対策費用が負のものもあるので、それらが複数ある場合は、負の方向に積み上がる曲線となる。 

図 2.2.7(3) 民生における累積費用対効果曲線  
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ＰＭ 

 
（注）１．累積費用対効果曲線：削減対象となる物質ごとに、各対策の削減量と費用を積み上げた曲線。対策の積み上げ

順は、費用対効果のよい対策（排出１単位削減費用の低い対策）の順とした。そのため、費用が極端に上昇す

るポイントがＲＡＣＴの閾値とした。 

   ２．「対策費用」＝2030 年度までの累積対策費用、「対策効果」＝2030 年度までの累積対策削減量 

   ３．対策の中には対策費用が負のものもあるので、それらが複数ある場合は、負の方向に積み上がる曲線となる。 

図 2.2.7(4) 民生における累積費用対効果曲線 
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(3) 蒸発系固定発生源 

蒸発系固定発生源の累積費用対効果曲線を図 2.2.8 示す。 

ＶＯＣ発生源の累積費用対効果曲線をみると、「低ＶＯＣインキ（№14）」、金属表面処理の「洗浄

剤〔水系等〕（№18）」・「排出ガス処理装置（№19）」を加えると、削減効果の増加に対して対策費

用の合計が大幅に増加する結果となった。そのため、費用対効果を優先するＲＡＣＴ対策としては、こ

れらの対策は妥当でないと考えられる。 

 

ＶＯＣ 

 

（注）１．累積費用対効果曲線：削減対象となる物質ごとに、各対策の削減量と費用を積み上げた曲線。対策の積み上げ

順は、費用対効果のよい対策（排出１単位削減費用の低い対策）の順とした。そのため、費用が極端に上昇す

るポイントがＲＡＣＴの閾値とした。 

   ２．「対策費用」＝2030 年度までの累積対策費用、「対策効果」＝2030 年度までの累積対策削減量 

   ３．対策の中には対策費用が負のものもあるので、それらがある場合は、負の方向に積み上がる曲線となる。 

   ４．上図累積費用対効果曲線には、ＢＡＣＴで選定しなかった排ガス処理装置（№15、№19）も確認のため計上し

ている。一方、塗装での排ガス処理装置（№13）については、費用等の十分な情報が得られなかったため、上

図によるＲＡＣＴ選定から除いた。 

図 2.2.8 蒸発系固定発生源における累積費用対効果曲線  
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(4) 自動車 

自動車は他の排出源とは異なり、対策数が限られていること、ＺＥＶ（乗用車）、ＺＥＶ（貨物車）、

ＺＥＶ（バス）で設定転換率が大きく異なることから単純に両者を比較できない。そのため、累積費用

対効果曲線による対策の比較・抽出ではなく、以下のとおりそれぞれの効果の大きさや転換可能性を考

慮して対策を選定した。 

＜ＰＭ2.5及び光化学オキシダントへの自動車分野の発生源寄与＞ 

別途実施されたシミュレーション解析結果では、ＰＭ2.5 及び光化学オキシダントのいずれにおいても

自動車分野の発生源寄与の割合が大きくなっている。そのため、当該分野での削減対策を進めることに

より、ＰＭ2.5及び光化学オキシダントの低減効果が相当程度見込まれる。 

＜ＥＶ車の市場拡大に伴う費用低減の可能性＞ 

自動車における対策効果と費用の関係を図 2.2.9 に示す。ＺＥＶ（ＥＶ）〔乗用車〕に対して、ＺＥ

Ｖ（ＥＶ）〔貨物車〕、ＥＶ（ＥＶ）〔バス〕の費用対効果が高い（グラフの傾きが緩やか）結果となっ

ているが、国内外の動向から、今後、ＺＥＶ（乗用車）の市場拡大が見込まれており、これに伴いイニ

シャルコストや充電費等のランニングコストの低下も期待できる。 

以上のことから、自動車分野については、ＺＥＶ（ＥＶ）〔乗用車〕（№20-1）、ＺＥＶ（ＥＶ）〔貨

物車〕（№20-2）、ＥＶ（ＥＶ）〔バス〕（№20-3）のいずれも重要な対策としてＲＡＣＴ対策に選定す

る。なお、ガソリンＨＶ、ディーゼルＨＶについては、ＰＭ2.5、光化学オキシダントの前駆物質の削減効

果がほとんどないと考えられるので、ここでは除外する。 
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ＮＯＸ＋ＰＭ 

  
（注）１．「対策費用」＝2030 年度までの累積対策費用 

「対策効果」＝2030 年度までの累積対策削減量 

          ２．図中の数値は排出１単位削減費用（億円/ｔ）を示す。 

３．ＮＯＸとＰＭは、各対策で概ね同時に削減できることから「ＮＯＸ＋ＰＭ」として表記している。 

図 2.2.9(1) 自動車における対策効果と費用の関係  
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ＳＯＸ 

   

ＣＯ２ 

   
（注）１．「対策費用」＝2030 年度までの累積対策費用 

「対策効果」＝2030 年度までの累積対策削減量 

   ２．図中の数値は排出１単位削減費用（ＳＯＸ：億円/ｔ、ＣＯ２：億円/千ｔ）を示す。 

図 2.2.9(2) 自動車における対策効果と費用の関係  
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ＮＯＸ 

   

ＰＭ 

   
（注）１．「対策費用」＝2030 年度までの累積対策費用 

「対策効果」＝2030 年度までの累積対策削減量 

   ２．図中の数値は排出１単位削減費用（億円/ｔ）を示す。 

図 2.2.9(3) 自動車における対策効果と費用の関係  
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(5) 船 舶 

船舶については、現時点で 2020 年 0.5％低硫黄燃料油規制が決まっているため、累積費用対効果曲線

による比較・抽出ではなく、実行性の最も高い対策を選定した。 

したがって、2020 年燃料油規制に伴う 0.5％低硫黄燃料油（№23）への転換がＲＡＣＴ対策として妥

当であると考える。 

なお、現時点では、0.5％低硫黄燃料油以外の対策が並行して実行される可能性は低いと考えるが、仮

に、Ａ重油への転換（№24）が 0.5％低硫黄燃料油の代替案だと考えると、転換割合を調整する必要があ

る（例えば、№23.0.5％低硫黄燃料油が 80％、№24.Ａ重油への転換が 20％など）。 

 

ＮＯＸ 

 
（注）１．「対策費用」＝2030 年度までの累積対策費用 

「対策効果」＝2030 年度までの累積対策削減量 

２．図中の数値は排出１単位削減費用（億円/ｔ）を示す。 

 

図 2.2.10(1) 船舶における対策効果と費用の関係 
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ＳＯＸ 

 

ＣＯ２ 

 
（注）１．「対策費用」＝2030 年度までの累積対策費用 

「対策効果」＝2030 年度までの累積対策削減量 

   ２．図中の数値は排出１単位削減費用（ＳＯＸ：億円/ｔ、ＣＯ２：億円/千ｔ）を示す。 

図 2.2.10(2)  船舶における対策効果と費用の関係 
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2.3 削減対策事例の効果検証 

(1) 削減対策事例の効果検証の方針 

作成した削減対策事例（３事例）について、対策費用と対策効果を試算した。 

①ＢＡＣＴ（削減量優先）、③ＲＡＣＴ（費用対効果優先）については、転換範囲を関東域としてい

るため、以下の方針で検討した。 

なお、関東域への普及における対策効果や対策費用の算出に当たっては、都内排出量や本調査で収集

できうる範囲での統計情報を基に算出したものであることに留意する必要がある。 

  表 2.3.1 関東域での対策効果と対策費用の考え方 

① 東京都及び６県（神奈川県、埼玉県、千葉県、群馬県、栃木県、茨城県）を対象とした。 

② 検討期間は、これまでと同様で 2015 年を初年度とし、光化学オキシダントの東京都目標達成

年度である 2030 年度までとした。 

③ 各対策の転換率は東京都と同じ数値、毎年の転換率も定率で同じ値とした。 

④ 対策費用は「2030 年度までの累積対策費用」、対策効果は「2030 年度までの累積対策削減量」

とした。 

⑤ 対策効果及び対策費用の算出については、東京都での対策効果及び対策費用の算出フローを基

本とした。 

⑥ 具体には、費用と効果の算出フロー（東京都）のインプットの中で、アウトプットへの影響が

無視できない項目について、各県固有の値を設定し、対策効果及び対策費用を算出した。 
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(2) 前駆物質別・削減対策事例別の効果と費用 

前駆物質別・削減対策事例別の効果及び費用を図 2.3.1～2.3.4 に示す。 

ＮＯＸのベースライン排出量に対する削減量の割合は、「①ＢＡＣＴ 削減量優先〔関東全域〕」で約

22％、「③ＲＡＣＴ 費用対効果優先〔関東全域〕」で約 18％と試算される。「②ＲＡＣＴ 費用対効

果優先（東京都内）」のベースライン排出量は関東全域の約 13％で、それに対する削減量の割合は約９％

と試算される。 

ＰＭのベースライン排出量に対する削減量の割合は、「①ＢＡＣＴ 削減量優先〔関東全域〕」で約

27％、「③ＲＡＣＴ 費用対効果優先〔関東全域〕」で約 16％と試算される。「②ＲＡＣＴ 費用対効

果優先（東京都内）」のベースライン排出量は関東全域の約 15％で、それに対する削減量の割合は約 14％

と試算される。 

ＳＯＸのベースライン排出量に対する削減量の割合は、「①ＢＡＣＴ 削減量優先〔関東全域〕」、「③

ＲＡＣＴ 費用対効果優先〔関東全域〕」ともに約 48％と試算される。「②ＲＡＣＴ 費用対効果優先

（東京都内）」のベースライン排出量は関東全域の約３％で、それに対する削減量の割合は約 51％と試

算される。 

ＶＯＣのベースライン排出量に対する削減量の割合は、「①ＢＡＣＴ 削減量優先〔関東全域〕」で

約 39％、「③ＲＡＣＴ 費用対効果優先〔関東全域〕」で約 24％と試算される。「②ＲＡＣＴ 費用対

効果優先（東京都内）」のベースライン排出量は関東全域の約 22％で、それに対する削減量の割合は約

33％と試算される。 

ＣＯ２のベースライン排出量に対する削減量の割合は、「①ＢＡＣＴ 削減量優先〔関東全域〕」で約

23％、「③ＲＡＣＴ 費用対効果優先〔関東全域〕」で約 15％と試算される。「②ＲＡＣＴ 費用対効

果優先（東京都内）」のベースライン排出量は関東全域の約 13％で、それに対する削減量の割合は約 10％

と試算される。 

「①ＢＡＣＴ 削減量優先〔関東全域〕」と「③ＲＡＣＴ 費用対効果優先〔関東全域〕」を比較す

ると、前者の前駆物質別の削減量は、後者の約 60～100％となっている。 

一方、対策費用（全前駆物質で共通）については、「③ＲＡＣＴ 費用対効果優先」が「①ＢＡＣＴ 

削減量優先」の約 44％となっている。 

以上のことから、「③ＲＡＣＴ（費用対効果優先）〔関東全域〕」の考え方は、経済的側面を考慮し

つつ効果的な削減対策を検討する上での手法の一つになりうると考えられる。 
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＜ＮＯＸ：ベースライン排出量に対する削減量＞ 

（注）１．図中に示す削減後の排出量、削減量、対策費用は 2015～2030 年度の累積値であり、ベースライン排出量も 

累積値に換算して表記している。 

２．東京都以外のベースライン排出量は、各県で整備されたインベントリに基づく値ではなく、都の排出量をベー

スに、燃料使用量、溶剤使用量、自動車走行量等の種々の統計データを用い比例配分して推計している。そのた

め、ベースライン排出量及び削減量については、過大（或いは過少）な値になっている可能性がある。 

 

＜ＮＯＸ：削減量（上記グラフの削減量のみを表示）＞ 

 
（注）１．図中の削減量、対策費用は、2015～2030 年度の累積値である。 

２．東京都以外のベースライン排出量は、各県で整備されたインベントリに基づく値ではなく、都の排出量をベー

スに、燃料使用量、溶剤使用量、自動車走行量等の種々の統計データを用い比例配分して推計している。そのた

め、ベースライン排出量及び削減量については、過大（或いは過少）な値になっている可能性がある。 

図 2.3.1 前駆物質別・削減対策事例別の効果及び費用（ＮＯｘ） 
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＜ＰＭ：ベースライン排出量に対する削減量＞ 

 
（注）１．図中に示す削減後の排出量、削減量、対策費用は 2015～2030 年度の累積値であり、ベースライン排出量も 

累積値に換算して表記している。 

２．東京都以外のベースライン排出量は、各県で整備されたインベントリに基づく値ではなく、都の排出量をベー

スに、燃料使用量、溶剤使用量、自動車走行量等の種々の統計データを用い比例配分して推計している。そのた

め、ベースライン排出量及び削減量については、過大（或いは過少）な値になっている可能性がある。 

＜ＰＭ：削減量（上記グラフの削減量のみを表示）＞ 

 
（注）１．図中の削減量、対策費用は、2015～2030 年度の累積値である。 

２．東京都以外のベースライン排出量は、各県で整備されたインベントリに基づく値ではなく、都の排出量をベー

スに、燃料使用量、溶剤使用量、自動車走行量等の種々の統計データを用い比例配分して推計している。そのた

め、ベースライン排出量及び削減量については、過大（或いは過少）な値になっている可能性がある。 

図 2.3.2 前駆物質別・削減対策事例別の効果及び費用（ＰＭ） 
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＜ＳＯＸ：ベースライン排出量に対する削減量＞ 

 
（注）１．図中に示す削減後の排出量、削減量、対策費用は 2015～2030 年度の累積値であり、ベースライン排出量も 

累積値に換算して表記している。 

２．東京都以外のベースライン排出量は、各県で整備されたインベントリに基づく値ではなく、都の排出量をベー

スに、燃料使用量、溶剤使用量、自動車走行量等の種々の統計データを用い比例配分して推計している。そのた

め、ベースライン排出量及び削減量については、過大（或いは過少）な値になっている可能性がある。 

＜ＳＯＸ：削減量（上記グラフの削減量のみを表示）＞ 

 
（注）１．図中の削減量、対策費用は、2015～2030 年度の累積値である。 

２．東京都以外のベースライン排出量は、各県で整備されたインベントリに基づく値ではなく、都の排出量をベー

スに、燃料使用量、溶剤使用量、自動車走行量等の種々の統計データを用い比例配分して推計している。そのた

め、ベースライン排出量及び削減量については、過大（或いは過少）な値になっている可能性がある。 

図 2.3.3 前駆物質別・削減対策事例別の効果及び費用（ＳＯｘ） 
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＜ＶＯＣ：ベースライン排出量に対する削減量＞ 

 
（注）１．図中に示す削減後の排出量、削減量、対策費用は 2015～2030 年度の累積値であり、ベースライン排出量も 

累積値に換算して表記している。 

２．東京都以外のベースライン排出量は、各県で整備されたインベントリに基づく値ではなく、都の排出量をベー

スに、燃料使用量、溶剤使用量、自動車走行量等の種々の統計データを用い比例配分して推計している。そのた

め、ベースライン排出量及び削減量については、過大（或いは過少）な値になっている可能性がある。 

＜ＶＯＣ：削減量（上記グラフの削減量のみを表示）＞ 

 
（注）１．図中の削減量、対策費用は、2015～2030 年度の累積値である。 

２．東京都以外のベースライン排出量は、各県で整備されたインベントリに基づく値ではなく、都の排出量をベー

スに、燃料使用量、溶剤使用量、自動車走行量等の種々の統計データを用い比例配分して推計している。そのた

め、ベースライン排出量及び削減量については、過大（或いは過少）な値になっている可能性がある。 

図 2.3.4 前駆物質別・削減対策事例別の効果及び費用（ＶＯＣ） 
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＜ＣＯ２：ベースライン排出量に対する削減量＞ 

 
（注）１．図中に示す削減後の排出量、削減量、対策費用は 2015～2030 年度の累積値であり、ベースライン排出量も 

累積値に換算して表記している。 

２．東京都以外のベースライン排出量は、各県で整備されたインベントリに基づく値ではなく、都の排出量をベー

スに、燃料使用量、溶剤使用量、自動車走行量等の種々の統計データを用い比例配分して推計している。そのた

め、ベースライン排出量及び削減量については、過大（或いは過少）な値になっている可能性がある。 

＜ＣＯ２：削減量（上記グラフの削減量のみを表示）＞ 

 
（注）１．図中の削減量、対策費用は、2015～2030 年度の累積値である。 

２．東京都以外のベースライン排出量は、各県で整備されたインベントリに基づく値ではなく、都の排出量をベー

スに、燃料使用量、溶剤使用量、自動車走行量等の種々の統計データを用い比例配分して推計している。そのた

め、ベースライン排出量及び削減量については、過大（或いは過少）な値になっている可能性がある。 

図 2.3.5 前駆物質別・削減対策事例別の効果及び費用（ＣＯ２） 
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３．電化による発電負荷量を考慮した削減対策事例の確認 

3.1 検討概要 

大規模固定煙源の電化、民生（業務・家庭）の電化及びＺＥＶ（ＥＶ車）については、前駆物質及び

ＣＯ２の対策削減効果が高い一方で、その転換に伴いさらなる電力供給が必要であると考える。 

そのため、これらの電化による発電負荷量（別途発電所の稼働に伴うＮＯＸ、ＰＭ、ＣＯ２排出量）を

試算し、それぞれの対策効果に反映して、削減対策事例の考察を行った。 

本検討の概要を表 3.1.1 に示す。 

表 3.1.1 電化による発電負荷量の試算概要 

ケース 電源構成、排出係数の設定方法 

長期エネル

ギー需給見

通しの電源

構 成 考 慮 

電化に伴い必要

と な る 電 力 量 

・ 大規模固定煙源、民生での電化については「電化への燃料転

換量（液体、気体、固体）」をエネルギー換算し、各対策の

年間必要電力量を試算した。 

・ 自動車については、ＥＶ転換走行量から算出される必要充電

量に基づき年間必要電力量を試算した。 

電 源 構 成 

・ エネルギー白書、長期エネルギー需給見通しに基づき、火力

発電（ＬＮＧ、石油、石炭）の電源構成を 2015 年度、2030 年

度で設定した。 

・ 中間年度の電源構成比は、2015～2030 年度値の内挿により設

定した。 

排 出 

係 数 

ＮＯＸ、

ＰＭ 

・ 2015 年度については民間企業の火力発電による実績を設定。 

・ 2016 年度以降は、2015 年度の値をベースとして、各年度の電

源構成比（火力発電の比率）で比例配分した。 

ＣＯ２ 

・ 2015 年度のＬＮＧ、石油、石炭の排出係数を電気事業連合会

の資料等から設定し、各年度の電源構成比（ＬＮＧ、石油、

石炭）で加重平均し算出した。 

発 電 負 荷 量 

・ 上記の電力量に排出係数を乗じて、対策別・年度別のＮＯＸ、

ＰＭ、ＣＯ２の負荷量を試算した。 

・ 発電負荷量を対策効果（2030 年度までの累積対策削減量）か

ら差し引くため、その単位については 2030 年度までの累積負

荷量(ｔ)とした。 

 

3.2 試算方法 

＜電源構成の設定＞ 

エネルギー白書 2017 によると、2015 年度では火力全体の構成比が 85％（ＬＮＧ：44％、石油：9％、

石炭：31.6％）、その他は原子力が 1.1％、再エネ等が 14％となっており、それらの値を 2015 年の電源

構成比として設定した。 

一方、長期エネルギー需給見通し（H27.7_経産省）では、2030 年度の電源構成は火力全体が 56％（Ｌ

ＮＧ：27％、石油：3％、石炭：26％）、その他は原子力が 22～20％、再エネ 22～24％となっており、

それらの値を 2030 年度の電源構成比として設定した。 

これらの中間年度（2016～2029 年）の電源構成比は、2015 年度～2030 年度の電源構成比を内挿するこ

とにより設定した。 
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＜排出係数＞ 

排出係数については、電源構成比を踏まえ、火力発電による単一値を設定した。 

ＮＯＸ、ＰＭについては、民間企業の火力発電による実績から 2015 年度の排出係数を設定した。 

2016 年度以降は、2015 年度の値をベースとして、各年度の電源構成比（火力発電の比率）で比例配分

した。 

ＣＯ２については、電気事業連の資料「電気事業からのＣＯ２排出量等について（2017.6）」から、2015

年度相当の燃料別の値をベースに、各年度の電源構成比で加重平均した。この時、原子力、再生エネル

ギーの影響も考慮する必要があるため、これらの電源構成比は加重平均の母数に含むが、ＣＯ２排出係数

はゼロと考えた。 

それぞれの電源構成比、排出係数を表 3.2.1～3.2.2 に示す。 

表 3.2.1 年度別の火力電源構成比とＮＯＸ・ＰＭ排出係数 

電源構成 

2015 年度 2030 年度 

電源 

構成比 

排出係数 

（g/kwh） 
電源 

構成比 

排出係数 

（g/kwh） 

ＮＯＸ ＰＭ ＮＯＸ ＰＭ 

火力発電 85％ 0.110 0.010 56％ 0.073 0.007 

（注）１．電源構成比は、ＬＮＧ火力・石油火力・石炭火力の合計値である。 

２．排出係数は、民間企業の実績から設定しており、必ずしも当該年度を代表する値ではない。 

表 3.2.2 年度別の火力電源構成比とＣＯ2排出係数 

電源構成 

2015 年度 2030 年度 

電源構成比 
排出係数 

（kg-CO2/kwh） 
電源構成比 

排出係数

（kg-CO2/kwh） 

ＬＮＧ火力 44％ 

0.545 

27％ 

0.374 石油火力 32％ 3％ 

石炭火力 9％ 26％ 

（注）「電力業界の自主的枠組み及び低炭素社会実行計画」（H28.12）では、2030 年の国のエネルギ

ーミックス及び CO2削減目標とも整合する CO2排出係数が 0.37kg-CO2/kWh とされている。 
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3.3 試算結果 

電化による発電負荷量の試算結果は、表 3.3.1～3.3.2 に示すとおりである。 

各対策の「Ｂ.削減量（16 年間の累積）」に対する「Ａ．負荷量（16 年間の累積）」の比率はＮＯＸ・

ＰＭで１～38％、ＣＯ２で３～68％となっており、それぞれの負荷量は対策効果を超えないことが確認で

きた。 

また、それぞれの対策効果から負荷量を差し引いた累積費用対効果曲線等は図 3.3.1～3.3.2 に示すと

おりであり、負荷量を加味しても、累積費用対効果曲線の形状及びプロット順に大きな違いはなく、Ｒ

ＡＣＴ対策の内容に変化はないと考えられる。 

表 3.3.1 電化の推進に伴うＮＯＸ・ＰＭ負荷量の試算結果 

（長期エネルギー需給見通しの電源構成考慮） 

 

表 3.3.2 電化の推進に伴うＣＯ２負荷量の試算結果 

（長期エネルギー需給見通しの電源構成考慮） 

 

A B

NOX+ＰＭ負荷量

（ｔ）

16年間の累積

対策による

NOX+ＰＭ削減量

（ｔ）
16年間の累積値

1）電化 （←液体燃料） 42 8,554 0.5%

2）電化（←気体燃料） 1,171 5,185 22.6%

3）電化（←固体燃料） 6 287 1.9%

1）電化 （←液体燃料） 327 2,002 16.3%

2）電化（←気体燃料） 2,067 9,324 22.2%

家庭 8 電化（←気体燃料） 3,402 15,130 22.5%

1）ＺＥＶ（ＥＶ）〔乗用車〕 499 1,322 37.8%

2）ＺＥＶ（ＥＶ）〔貨物車〕 15 788 1.9%

3）ＺＥＶ（ＥＶ）〔バス〕 2 129 1.8%

7,531 42,721 17.6%

発生源 分　類 № 対策名

自動車 次世代自動車 20

合計

A/B

大規模
固定煙源

燃料転換 1

民生
業務 5

A B

CO２負荷量

（ｔ）

16年間の累積

対策による
CO2削減量

（ｔ）
16年間の累積値

1）電化 （←液体燃料） 196,789 7,252,300 2.7%

2）電化（←気体燃料） 5,427,849 14,957,800 36.3%

3）電化（←固体燃料） 25,505 415,900 6.1%

1）電化 （←液体燃料） 1,514,751 2,263,600 66.9%

2）電化（←気体燃料） 9,585,562 17,420,200 55.0%

家庭 8 電化（←気体燃料） 15,774,138 23,184,300 68.0%

1）ＺＥＶ（ＥＶ）〔乗用車〕 2,314,197 8,472,800 27.3%

2）ＺＥＶ（ＥＶ）〔貨物車〕 69,872 159,100 43.9%

3）ＺＥＶ（ＥＶ）〔バス〕 10,551 24,500 43.1%

34,919,214 74,150,500 47.1%

大規模
固定煙源

燃料転換 1

発生源 分　類 № 対策名 A/B

民生
業務 5

自動車 次世代自動車 20

合計
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＜大規模固定煙源＞ 

■ 電化によるＮＯｘ＋ＰＭ負荷量を考慮した累積費用対効果曲線 

 
■ 参考図 電化によるＮＯｘ＋ＰＭ負荷量を考慮しない累積費用対効果曲線（図 2.2.6(1)） 

 
（注）１．累積費用対効果曲線：削減対象となる物質ごとに、各対策の削減量と費用を積み上げた曲線。対策の積み上げ

順は、費用対効果のよい対策（排出１単位削減費用の低い対策）の順とした。そのため、費用が極端に上昇す

るポイントがＲＡＣＴの閾値とした。 

   ２．「対策費用」＝2030 年度までの累積対策費用、「対策効果」＝2030 年度までの累積対策削減量 

図 3.3.1(1) 電化によるＮＯｘ＋ＰＭの負荷量を考慮した累積費用対効果曲線 
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＜民 生＞ 

■ 電化によるＮＯｘ＋ＰＭ負荷量を考慮した累積費用対効果曲線 

 
■ 参考図 電化によるＮＯｘ＋ＰＭ負荷量を考慮しない累積費用対効果曲線（図 2.2.7(1)） 

 
（注）１．累積費用対効果曲線：削減対象となる物質ごとに、各対策の削減量と費用を積み上げた曲線。対策の積み上げ

順は、費用対効果のよい対策（排出１単位削減費用の低い対策）の順とした。そのため、費用が極端に上昇す

るポイントがＲＡＣＴの閾値とした。 

   ２．「対策費用」＝2030 年度までの累積対策費用、「対策効果」＝2030 年度までの累積対策削減量 

   ３．対策の中には対策費用が負のものもあるので、それらが複数ある場合は、負の方向に積み上がる曲線となる。 

図 3.3.1(2) 電化によるＮＯｘ＋ＰＭの負荷量を考慮した累積費用対効果曲線 
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＜自動車＞ 

■ 電化によるＮＯｘ＋ＰＭ負荷量を考慮した対策効果と費用の関係 

 
■ 参考図 電化によるＮＯｘ＋ＰＭ負荷量を考慮しない対策効果と費用関係（図 2.2.9(1)） 

 
（注）１．上図では、グラフの傾きが緩やかな対策ほど費用対効果は高いと考えられる。 

   ２．「対策費用」＝2030 年度までの累積対策費用 

「対策効果」＝2030 年度までの累積対策削減量 

図 3.3.1(3) 電化によるＮＯｘ＋ＰＭの負荷量を考慮した対策効果と費用関係 
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＜大規模固定煙源＞ 

■ 電化によるＣＯ２負荷量を考慮した累積費用対効果曲線 

 
■ 参考図 電化によるＣＯ２負荷量を考慮しない累積費用対効果曲線（図 2.2.6(2)） 

 
（注）１．累積費用対効果曲線：削減対象となる物質ごとに、各対策の削減量と費用を積み上げた曲線。対策の積み上げ

順は、費用対効果のよい対策（排出１単位削減費用の低い対策）の順とした。そのため、費用が極端に上昇す

るポイントがＲＡＣＴの閾値とした。 

   ２．「対策費用」＝2030 年度までの累積対策費用、「対策効果」＝2030 年度までの累積対策削減量 

図 3.3.2(1) 電化によるＣＯ２の負荷量を考慮した累積費用対効果曲線 
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＜民 生＞ 

■ 電化によるＣＯ２負荷量を考慮した累積費用対効果曲線 

 
■ 参考図 電化によるＣＯ２負荷量を考慮しない累積費用対効果曲線（図 2.2.7(2)） 

 
（注）１．累積費用対効果曲線：削減対象となる物質ごとに、各対策の削減量と費用を積み上げた曲線。対策の積み上げ

順は、費用対効果のよい対策（排出１単位削減費用の低い対策）の順とした。そのため、費用が極端に上昇す

るポイントがＲＡＣＴの閾値とした。 

   ２．「対策費用」＝2030 年度までの累積対策費用、「対策効果」＝2030 年度までの累積対策削減量 

   ３．対策の中には対策費用が負のものもあるので、それらが複数ある場合は、負の方向に積み上がる曲線となる。 

図 3.3.2(2) 電化によるＣＯ２の負荷量を考慮した累積費用対効果曲線 
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＜自動車＞ 

■ 電化によるＣＯ２負荷量を考慮した対策効果と費用の関係 

 
■ 参考図 電化によるＣＯ２負荷量を考慮しない対策効果と費用関係（図 2.2.9(2)） 

 
（注）１．上図では、グラフの傾きが緩やかな対策ほど費用対効果は高いと考えられる。 

   ２．「対策費用」＝2030 年度までの累積対策費用 

「対策効果」＝2030 年度までの累積対策削減量 

図 3.3.2(3) 電化によるＣＯ２の負荷量を考慮した対策効果と費用の関係 
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